
Ⅰ．地方公会計制度の背景

１．地方公共団体の現状及び地方公会計の導入

地方公共団体の会計は、国の会計と同じく、住民から徴収された対価性のない税財源の配分を、

議会における議決を経た予算を通じて事前統制の下で行うという点で、営利を目的とする企業の会

計とは根本的に異なっている。すなわち、税金を活動資源とする国・地方公共団体の活動は、国

民・住民福祉の増進等を目的としており、予算の議会での議決を通して、議会による統制の下に置

かれている（財政民主主義）。このため、国・地方公共団体の会計では、予算の適正・確実な執行

に資する観点から、現金の授受の事実を重視する現金主義が採用されている。 

一方で、国・地方を通じた厳しい財政状況の中で、財政の透明性を高め、国民・住民に対する説

明責任をより適切に果たし、財政の効率化・適正化を図るため、発生主義等の企業会計の考え方及

び手法を活用した財務書類の開示が推進されてきたところである。 

地方公会計は、発生主義により、ストック情報やフロー情報を総体的・一覧的に把握することに

より、現金主義会計による予算・決算制度を補完するものとして整備するものである。具体的に

は、発生主義に基づく財務書類において、現金主義会計では見えにくいコストやストックを把握す

ることで、中長期的な財政運営への活用の充実が期待できることや、そのような発生主義に基づく

財務書類を、現行の現金主義会計による決算情報等と対比させて見ることにより、財務情報の内容

理解が深まるものと考えられる。

２．地方公会計整備の意義

個々の地方公共団体における地方公会計整備の意義としては、住民や議会等に対し、財務情報を

わかりやすく開示することによる説明責任の履行と、資産・債務管理や予算編成、行政評価等に有

効に活用することで、マネジメントを強化し、財政の効率化・適正化を図ることが挙げられる。

また、地方公会計の整備は、個々の地方公共団体だけでなく、地方公共団体全体としての財務情

報のわかりやすい開示という観点からも必要があるものである。  

さらに、それぞれの地方公共団体において、財務書類の作成と開示及びその活用を行うことのみ

ならず、他の地方公共団体との比較を容易とし、その財政構造の特徴や課題をより客観的に分析す

ることで、住民等に対するわかりやすい説明、財政運営や行政評価等への活用を充実させることが

可能となる。  



３．財務書類整備の目的

地方公共団体において財務書類を整備する目的については、地方分権の進展に伴い、これまで以

上に自由でかつ責任ある地域経営が地方公共団体に求められている中で、そうした経営を進めてい

くためには、内部管理強化と外部へのわかりやすい財務情報の開示が不可欠である。

具体的な目的として、①資産・債務管理、②費用管理、③財務情報のわかりやすい開示、④政策

評価・予算編成・決算分析との関係付け、⑤地方議会における予算・決算審議での利用が挙げられ

ている。   

これらの目的は、「説明責任の履行」と「財政の効率化・適正化」という観点からさらに整理す

ることができる。すなわち、③財務情報のわかりやすい開示は、地方公共団体の説明責任の履行に

資するものであり、①資産・債務管理、②費用管理、④政策評価・予算編成・決算分析との関係付

け、⑤地方議会における予算・決算審議での利用は、内部管理強化を通じて最終的に財政の効率

化・適正化を目指すものである。 

したがって、財務書類整備の目的は大きく次の二点にまとめることができる。 

① 説明責任の履行

地方公共団体は、住民から徴収した対価性のない税財源をもとに行政活動を行っており、付託さ

れた行政資源について住民や議会に対する説明責任を有するが、財務書類を作成・公表することに

よって、財政の透明性を高め、その責任をより適切に果たすことができる。このことは、財政民主

主義の観点から、財政の統制を議会にゆだねるだけでなく、住民も直接に財政運営の監視に関与す

べきとの考え方からも求められるもの。 

② 財政の効率化・適正化

地方公共団体の財政の健全化に関する法律（以下「財政健全化法」という。）が施行され、地方

公共団体には、自らの権限と責任において、規律ある財政運営を行うことが求められている。財務

書類から得られる情報を資産・債務管理、費用管理等に有効に活用することによって、財政運営に

関するマネジメント力を高め、財政の効率化・適正化を図ることができる。 



４．財務書類整備の効果

地方公共団体は、住民の福祉の増進を図ることを基本として地域における行政を実施する団体で

あり、住民に対して地方税を賦課徴収する一方（地方自治法２２３条）、予算については議会の議

決を経て定めることとされ（同法９６条、２１１条）、決算については議会の認定が必要とされて

いる（同法９６条、２３３条）。 

このような普通地方公共団体の会計処理は、現金の収支を基準とするいわゆる現金主義によって

いる。すなわち、歳入とは、一会計年度における一切の収入をいい、歳出とは、一会計年度におけ

る一切の支出であり、ここで収入とは現金の収納をいい、支出とは現金の支払をいうとされている

（財政法2 条参照）。 

これに対して、企業会計において用いられる発生主義とは、現金の収支のみならず、すべての財

産物品等の増減及び異動をその発生した事実に基づいて経理することである。現金主義による地方

公共団体の予算・決算制度を前提とした場合、新たに発生主義に基づく財務書類を整備することに

よる効果としては、以下のものが挙げられる。 

① 発生主義による正確な行政コストの把握

企業は営利を目的として活動を行っていることから、企業会計は経済的事実を正確に反映させ

た適正な期間損益計算を行うことを主要な任務としている。そのために、企業会計は発生主義に

基づき、経済活動の成果を表す「収益」とそれを得るために費やされた「費用」を厳密に対応づ

けることによって、各会計期間の経営成績である「利益」を算定する。減価償却費や退職給付費

用などは、発生主義により認識することが求められる。 

新地方公会計モデルは発生主義の考え方を導入するものであるが、ここで留意すべき点は、企

業の場合、会計期間の活動の成果は収益として定量的に把握することが可能であるのに対して、

地方公共団体の活動は前述のとおり住民の福祉の増進を目的として行われるものであるため、そ

の成果を収益として定量的に把握することがそもそも困難である。 

したがって、新地方公会計モデルの行政コスト計算書において経常的な費用と収益を対比させ

る意義は、企業会計のように一会計期間の経営成績を算出するためではなく、一会計年度に発生

した、純資産の減少をもたらす（税収等でまかなうべき）純経常費用（純経常行政コスト）を算

出することにあるといえる。 

財政の効率化には正確な行政コストの把握が不可欠であるが、このような行政コスト計算書を

作成することにより、経常費用（経常行政コスト）あるいは純経常費用（純経常行政コスト）と

して、減価償却費などの見えにくいコストを含めたフルコストを把握することができ、これを住

民に対して明示するとともに、職員のコストに対する意識改革にもつなげることができる。 



② 資産・負債（ストック）の総体の一覧的把握 

現金主義による会計処理は、現金（公金）の適正かつ客観的な経理に適合するものであり、国や

地方公共団体を通じて適用されているが、地方公共団体の資産全体から見た場合、その一部である

「歳計現金」に関する収支（キャッシュ・フロー）が示されるにすぎず、毎年の歳出の結果として

の資産形成に関する情報（ストック情報）も不十分といえる（現行の決算制度においても、「財産

に関する調書」（地方自治法施行令１６６条）が添付されるが、これによっては財産の適正な評価

額までは明らかにされない）。 

この点、貸借対照表を作成することにより、公正価値による資産評価が行われるので、地方公共

団体がこれまでの行政活動により蓄積したすべての資産についてその評価額も含めたストック情報

が明示されるとともに、資産形成に要した負債の額とあわせて見ることで、資産と負債（ストッ

ク）の総体を一覧的に把握することが可能となる。これは、地方公共団体が適切な資産・負債管理

を行ううえで有用な情報である。 

③ 連結ベースでの財務状況の把握 

普通地方公共団体は、一部事務組合、広域連合、第三セクター等の関係団体と連携協力して地域

の行政サービスを実施しており、現行の決算制度の下では、普通地方公共団体について一般会計・

特別会計ごとに歳入歳出決算が調製され（地方自治法２０９条、同施行令１６６条）、また、地方

公営企業法適用企業については別途決算が調製される（地方公営企業法３０条）。さらに一部事務

組合、広域連合、第三セクター等の関係団体についてもそれぞれに決算が調製される。 

これらの決算書類に加え、普通地方公共団体と関係団体を総合した連結財務書類を作成すること

により、公的資金等によって形成された資産の状況、その財源とされた負債・純資産の状況、さら

には行政サービス提供に要したコストや資金収支の状況など、普通地方公共団体を中心とする行政

サービス提供主体の財務状況を一体的に把握することが可能となる。 


